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「医療機関の機能分担と連携の推進」
－医療審議会の論議から－

私が子供のころは病気になると近所の診療所へ
行って診てもらい、高熱がある時などは往診を依
頼していたようである。また、診療所から紹介状
をもらって大きな病院へ入院したことも記憶に残
っている。ご近所の人が大きな病院へ入院した話
を聞くと、よほど重篤な病気と思い、大学病院な
どへの入院は極めて特殊な重い病気なのだろうと
想像したものである。その頃は医療の機能分担が
地域ごとにそれぞれうまくいっていたように思わ
れる。
厚生省の医療審議会（会長＝浅田敏雄氏）は第

４次医療法の改正にむけて論議を尽くしていると
ころであるが、平成１０年１１月２７日に開催された審
議会では、厚生省事務局が示した資料１）に基づ
き、医療提供体制の見直しについて検討し、意見
交換が行われた。同資料は平成９年８月２９日に与
党医療保険制度改革協議会が出した「２１世紀の国
民医療―良質な医療と皆保険制度確保への指針
―」２）の以下の部分を基にしている。すなわち、
第１、「国民に開かれた医療提供の実現」の中の
［医療機関の機能分担と連携の推進］の項をとり
上げ、ここでは、◯医療機関の機能分担を明確化
し、病院と診療所との連携を推進するとともに、
かかりつけ医機能を担う医師、歯科医師の育成、
普及を図る。これによって患者が適切な医療機関
を選択できるようにする。◯大病院への患者の集
中を是正するため、外来については原則として紹
介とし、入院医療に重点を置く。◯かかりつけ医
機能を担う医師、歯科医師を支援するため、病床
や高額医療機器などの共同利用を担う地域医療支
援病院の体制の充実を図る。◯公私医療機関の機
能分担と連携を図るため、地域の実情を踏まえ
て、国公立など公的病院のあり方や機能を見直

す。◯救急医療体制を引き続き整備充実する、と
記載されている。これを受けて、資料１）は、１）
病院・診療所の連携、２）公私医療機関の機能分
担と連携、３）医療計画制度における対応、の３
項で構成されている。その内容を略述すると、外
来診療の状況では近年の外来患者数の増加に伴
い、病院、診療所とも外来患者数が増加している
が、病院と診療所を比較すると、外来診療におけ
る病院の占める比率が高まってきている。病院の
紹介患者に対する状況は、入院患者の３分の１強
が他の施設からの紹介患者となっており、その比
率は増加傾向にあるが、外来患者に占める比率は
１割弱にとどまっている。また、診療所では入院
患者の１割強が他の施設からの紹介となっている
が、外来患者については患者のほとんどが紹介な
しの患者で占められている。さらに、大きな病院
のほとんどが予約診療が導入されているが、それ
でも待ち時間が長くなる傾向がある。フリーアク
セスに関する国民意識では「被保険者証を持って
いけば、だれもが、必要に応じて、どの病院・診
療所でも受診・受療できる」仕組みについて多く
のものが評価しているとなっている。また、公私
医療機関の機能分担と連携の項目では、病院数の
割合は約８割が、病床数では約６割弱が医療法
人、個人等の開設によるものとされる。公的医療
機関の特徴については、医療のみならず保健、予
防、医療関係者の養成、へき地における医療等一
般の医療機関に常に期待することのできない業務
を積極的に行い、これらを一体的に運営すること
が期待できること。適正な医療の実行が期待され
得るとともに、医療費負担の軽減を期待し得るこ
と。その経営が経済的変動によって直接左右され
ないような一定の財政的基礎を有すること。医療
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保障制度と緊密に連携協力し得ることとなってい
る。そして、国立病院・療養所が国の医療政策と
して担うべき医療（政策医療）として、１）がん
や循環器病などに対する高度先駆的医療、２）結
核や難病など地方・民間での対応が困難な領域、
３）国際感染症の侵入やペルー事件等国際的事案
への対応などの国の危機管理や積極的国際貢献、
４）診療報酬支払い方式のモデル実施など重要な
医療政策の実践、をあげており、特に地域の基本
的・一般的医療は公私立医療機関に委ねるとして
いる。
一方、自治体病院に関しては、その特色や経営

状況の推移を説明するとともに、平成１０年１月付
け自治省財政局長通知に基づき、経営基盤の強化
のために、１）地域住民の医療ニーズ、医療供給
体制等を的確に把握し、病院の役割、診療科目、
病床規模等の見直しを行うとともに、必要に応じ
て病院の再編、広域的な経営、広域的な連携を検
討することが適当であること、２）医療資源の有

効活用等を図り病院相互の連携強化を進めるた
め、施設の共同利用、情報機器を活用した診療支
援、保健・医療・福祉を一体的に推進するための
共同研修を実施すること、３）経営指標を参考に
した職員配置の適正化、薬品等医薬材料経費の節
減、４）業務の民間委託の推進、５）病院組織・
体制の見直し、６）経営指標の積極的活用等によ
る業務全般にわたる効率化の推進等、かなり具体
的な方策が盛られている。
以上のような資料を基に医療審議会委員から

は３）、４）、民間病院と公立病院の役割分担と連携に
ついては、「地域住民からすると、公立病院の存在
が安心感につながっている。病院の役割分担をす
ることが重要」、「公立病院には住民の安全を守る
役割がある。民間病院と違って、不採算の診療部
門を簡単にやめることはできない」、「地域にはそ
れぞれの事情があり、数字で割り切ることはでき
ない。医療を受ける住民の気持ちを考えた議論が
必要」、「その地域に必要な機能を考えるべき」、等
の意見が出された。また、与党医療保険制度改革
協議会でも提言されている「大病院への患者集中
を是正するため、大病院の外来は原則紹介にして
入院医療に重点を置く」とすることに対しては、
「あれだけ待たされても大病院にいく理由を考え
る必要がある。制限をつけるとか外来負担を多少
修正するのは認めざるを得ないが原則紹介という
のは難しい」、「患者が集中するのは大病院側が努
力している面もある。多少の制限は必要だが、紹
介制や入院重視は納得できない」、等の慎重論が
ある一方、「この経済状態で大病院とかかりつけ医
に同じことに投資をするのは無駄が多い。患者に
は病院を選ぶ自由はあるが、多少の誘導のプロセ
スが必要」、「大病院に患者が集中するのは、経済
にとっても患者にとっても良いことではない。大
病院指向の理由を追求した上で、最小限の投資で
最大の効果を考えるという本来の医療を考えるべ
き」、等の大病院の外来を原則紹介とすることを
容認する意見も出された。また、ファミリードク
ターは基本的にはどの診療分野もやれることが必
要だ」と、かかりつけ医についても併せて議論す
るよう求められた。
現状では大病院ほど患者が集中しているのは事

「２１世紀の国民医療」における病院・診療所の連携のイメージ図１）
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実であり、医療提供体制としても医療資源の有効
利用の面からも不適切といわざるを得ない。これ
からの医療機関の機能分担を遂行する上で必要な
ことは５）、医師の意識改革と国民への啓蒙であろ
う。特に患者の受療行動には意識的、あるいは無
意識的に医療機関のランク付けが行われ、その結
果、いろいろと不満を抱きながらも、大病院で診
てもらうと安心し、ついでにあれもこれも診ても
らえると考えている。この意識が変わらなければ
本来の機能分担はなかなか成立しないのではなか
ろうか。そのためには医療機関の種類や規模は機
能の違いによるものであって、上下、優劣による
ものでないことを国民に啓蒙することが重要であ
る。そして診療所、病院の機能を公開し、より良
い医療を提供するための機能分担であることの理
解を得るべきであろう。一方、従来から不透明で
不明確であった国公立病院の不採算医療分担の実
態を明らかにし、その上で機能分担を明確にする
必要があろう。当然のことながら、医療構造改革
に伴って行われる機能分担を推進するためには、
医療保険制度の改革を含めた医療政策上の支援が

必要である。先に述べたように「２１世紀の国民医
療」でも、「大病院へ患者の集中を是正するため、
外来については原則として紹介とし、入院医療に
重点を置く」と提言していることからも、今後の
医療提供を受ける側の視点に立った議論の成り行
きが注目される。
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